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⽇本版包装前⾯栄養表⽰に関する検討会の開催状況

 令和５年度 分かりやすい栄養成分表⽰の取組に関する検討会

 令和６年度 ⽇本版包装前⾯栄養表⽰に関する検討会
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令和５年度 分かりやすい栄養成分表⽰の取組に関する検討会

所 属⽒ 名
公益社団法⼈ ⽇本栄養⼠会 常務理事阿部 絹⼦

東京農業⼤学 総合研究所 教授⽯⾒ 佳⼦

淑徳⼤学 看護栄養学部 栄養学科 講師坂⼝ 景⼦
国⽴研究開発法⼈ 医薬基盤・健康・栄養研究所

国⽴健康・栄養研究所 ⾷品保健機能研究部
⾷品分析・表⽰研究室⻑

⽵林 純
公益社団法⼈

⽇本消費⽣活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会⼾部 依⼦

オール⽇本スーパーマーケット協会 常務理事中村 伸⼀郎

⼀般社団法⼈ Food Communication Compass 代表森⽥ 満樹

⼀般財団法⼈ ⾷品産業センター 参与渡邊 健介

構成員
分かりやすい栄養成分表⽰の取組として、

我が国におけるFOPNLの在り⽅等について
検討を⾏った。

検討項⽬

スケジュール及び進め⽅

分かりやすい栄養成分表⽰の取組等につ
いて、2023（令和５）年度に３回の検討
会を開催し、⽇本版FOPNLの基本的な
⽅向性の中間取りまとめを作成した。

・第１回 2023（令和５）年11⽉２⽇
・第２回 2024（令和６）年１⽉31⽇
・第３回 2024（令和６）年３⽉12⽇

五⼗⾳順・敬称略
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《中間取りまとめ》 我が国におけるFOPNLの検討の⽅向性

 我が国の栄養課題を解決するために重要な栄養成分等として、⽇本
版FOPNLの対象となり得る栄養成分等は、義務表⽰に位置付け
られている熱量、たんぱく質、脂質、炭⽔化物、ナトリウムとすること。

 栄養成分等の量の表⽰を利活⽤しやすくするために、対象となる栄
養成分の量に加え、栄養素等表⽰基準値に占める当該量の割合
を表⽰すること 。

 ⾷品関連事業者の実情を踏まえて⾃主的な取組を推進するため、
任意表⽰の取組と位置付けた上で、⼀定のルールが必要であること。
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構成員
分かりやすい栄養成分表⽰の取組として、令和

５年度に引き続き、我が国におけるFOPNLの在り
⽅等について検討を⾏った。

検討項⽬

スケジュール及び進め⽅

⽇本版FOPNLの具体について、2024（令和
６）年度に５回の検討会を開催し、⽇本版
FOPNLのガイドライン原案、様式案、⾷品表⽰
基準における位置付けを検討した。

第１回 2024（令和６）年７⽉24⽇
第２回 2024（令和６）年８⽉27⽇
第３回 2024（令和６）年12⽉24⽇
第４回 2025（令和７）年１⽉30⽇
第５回 2025（令和７）年３⽉６⽇

五⼗⾳順・敬称略

所 属⽒ 名
公益社団法⼈ ⽇本栄養⼠会 常務理事阿部 絹⼦

東京農業⼤学 総合研究所 教授⽯⾒ 佳⼦

⼀般財団法⼈ ⾷品産業センター 事業推進部 次⻑河野 浩

淑徳⼤学 看護栄養学部 栄養学科 講師坂⼝ 景⼦
国⽴研究開発法⼈ 医薬基盤・健康・栄養研究所

国⽴健康・栄養研究所 ⾷品保健機能研究部
⾷品分析・表⽰研究室⻑

⽵林 純

公益社団法⼈
⽇本消費⽣活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会⼾部 依⼦

オール⽇本スーパーマーケット協会 常務理事中村 伸⼀郎

⼀般社団法⼈ Food Communication Compass 代表森⽥ 満樹

令和６年度 ⽇本版包装前⾯栄養表⽰に関する検討会
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⽇本版包装前⾯栄養表⽰ガイドライン原案の構成

1. ⽇本版包装前⾯栄養表⽰検討の背景
2. ⽇本版包装前⾯栄養表⽰の⽬的
3. ⽇本版包装前⾯栄養表⽰の定義
4. ⽇本版包装前⾯栄養表⽰ガイドラインの範囲
5. ⽇本版包装前⾯栄養表⽰の基本的な表⽰⽅法
6. 販売時と摂取時の栄養成分等の量にかい離が⽣じる⾷品の取扱い

これまでの議論を踏まえた⽇本版包装前⾯栄養表⽰ガイドラインの
記載⽅針（案）
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⽇本版FOPNLの様式案の要件

① 様式案は、枠囲みなどパッケージ上の他の表⽰と区別するた
めの⼯夫がなされていること。

② 様式案は、⽩⿊など単⾊（モノトーンは可）でデザインされて
いること。

③ 様式案には、必ずエネルギー、たんぱく質、脂質、炭⽔化物、
⾷塩相当量の⽂字を含め、かつ含有量を表⽰するスペース
が確保されていること。

④ 様式案には、栄養素等表⽰基準値に占める割合を表⽰する
スペースが確保されていること。
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⽇本版FOPNLの様式案
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⽇本版FOPNLの位置付け

 これらを踏まえると、現時点で⽇本版FOPNLの普及に必要なことは、⾃主的に先⾏し
て⾏われている⾷品関連事業者の取組を妨げることなく、これから取り組む⾷品関連
事業者に対して⼀定のルール及びその望ましい在り⽅を⽰すことではないか。

 当該ガイドラインを作成後にも、消費者や⾷品関連事業者の双⽅にとって、分かりにく
い部分があれば、迅速かつ柔軟に対応※できるようにする。

 ⼀⽅、さまざまな形態のFOPNLが乱⽴し、消費者に分かりにくい状況が⽣じた場合には、
規制的な⼿法も検討する必要がある。

 したがって、現時点において⾷品表⽰基準に位置付け、様式やルールを統⼀化するの
ではなく、当⾯の間、法令上の義務は課さないガイドラインとする。

※諸外国においてもFOPNLガイドラインを公表後に、当該ガイドラインを改正（オーストラリア連邦︓第７版、カナダ︓第２版、英国︓第２版）
する例も少なくない。 12


